
世帯数 人数

31,555 48,183 約185.1億円 1

1 名古屋市 約５４億円 ×

2 豊橋市 ３７００世帯 ８億９千万円 ×

3 岡崎市 ８４００人

4 一宮市 ８９８６人 ８億４１２０万円 ×

5 瀬戸市 ３億２千万円 ×

6 半田市 ２３５０世帯 ２億７２６１万３千円

7 春日井市 約７０００世帯 ７億９千万円 ×

8 豊川市 ２億９５００万円 ×

9 津島市 １億４９１１万３千円 ×

10 碧南市 ２２００世帯 １億８８８５万１千円 ×

11 刈谷市 ４億６８００万円 ×

12 豊田市 １３億円 ×

13 安城市 ３０００人 約５億円 ×

14 西尾市 ２４００世帯 ３億２４０万円 ×

15 蒲郡市 ２７８９人 １億７９００万円 ×

16 犬山市 約５５００世帯 １億８４万円 ×

17 常滑市 不明 ×

18 江南市 ２５７１世帯 ３億２１７８万６４００円 ×

19 小牧市 約３億７千万円 ×

20 稲沢市 ３億３９９３万４千円 ×

21 新城市 ９４０世帯 １億１８３２万円 ○

22 東海市 １５００世帯 ２億５千万円 ×

23 大府市 ２億５１００万円 ×

24 知多市 １４３０人 ２億３千万円 ×

25 知立市 ９５０世帯 １億９０１１万８千円 ×

26 尾張旭市 ２２１５人 ２億３３００万円 ×

27 高浜市 １億４５４４万７８００円 ×

28 岩倉市 １３１２人 約５億１千万円 ×

29 豊明市 １００２人 １億９７３４万７８００円 ×

30 日進市 約１０００世帯 ３億７１３万円 ×

31 田原市 ２４００人 １億６６００万円 ×

32 愛西市 １９５２人 １億５２００万円 × ６５歳以上

33 清須市 １５４６人 １億４００４万３千円 × ６５歳以上の市民税所得割

34 北名古屋市 １０２９人 １億７７５０万円 ×

35 弥富市 １億５００万円 ×

備考

税制改正にともなう負担増の軽減措置
(２００７年９月１日現在)

合計

※国の激変緩和措置のほか、新城市のみが自治体の独自制度をつくっている。新城市の制度は「国保の７・５・
２割軽減後の納付額の１割を軽減する」
※２００６年度に新たに課税世帯になった世帯数は、回答の記入のあった２０市町村の合計で３１，５５５世帯
※２００６年度の住民税増加額は、回答の記入のあった５６市町村の合計で１８５億円

０６年度新たに
課税世帯になった市町村名

０６年度
住民税増加額

市町村
独自の
軽減措置
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世帯数 人数

備考

０６年度新たに
課税世帯になった市町村名

０６年度
住民税増加額

市町村
独自の
軽減措置

36 東郷町 ７００人 １億１５８７万７千円 ×

37 長久手町 １億７１６２万７１００円 ×

38 豊山町 １８０世帯 ３億４４００万円 ×

39 春日町 １４５世帯

40 大口町 １４４０人 ５４４７万８０００円 ×

41 扶桑町 １０６９人 ７４００万円 ×

42 七宝町

43 美和町 ５世帯 ８４６６万５１００円 ×

44 甚目寺町 ７２８人 約８９００万円 ×

45 大治町 約６００人 ６８０３万１４００円 × 公的年金控除についてかかる課税

46 蟹江町 ９４８１万５千円 ×

47 飛島村 １７世帯 算出していない ×

48 阿久比町 ４６４人 ２６０６万６３００円 ×

49 東浦町 １億２０８５万円 ×

50 南知多町 ８８９人 ３８００万円 ×

51 美浜町 約６００人 ５５３３万４８００円 ×

52 武豊町 １１４２人 １億４４１万円 ×

53 一色町 ９８６人 ６１０８万６千円 ×

54 吉良町 ７５１人 ５７５３万７千円 ×

55 幡豆町 ６２２人 ４０９４万円 ×

56 幸田町 ７４２人 ×

57 三好町 ４１６世帯 ２億５３７７万８千円 ×

58 設楽町 ３４１世帯 １４７３万８千円 ×

59 東栄町 ５００人 ４３０万３２００円 ×

60 豊根村 ５８世帯 ９９万８０５０円 ×

61 音羽町 １４２世帯 ×

62 小坂井町 ８８９人 ４２５５万１千円 ×

63 御津町 １４０世帯 ３１６０万１３００円 ×
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